
昭和二十五年厚生省令第十五号

身体障害者福祉法施行規則

身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）を施行するため、及び同法第十五条の規定に基き、身体障害者福祉法施行規則を

次のように定める。

（法第四条の二第一項に規定する厚生労働省令で定める訓練）

第一条　身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号。以下「法」という。）第四条の二第一項に規定する厚生労働省令で定める

訓練は、点字、手話、歩行及び発声の訓練、残存視力を活用する訓練、人工肛門又は人工膀胱を使用している者に対する社会適応訓練、

家事の訓練並びに福祉用具及び情報機器を使用する訓練等とする。

（法第四条の二第二項に規定する厚生労働省令で定める方法）

第一条の二　法第四条の二第二項に規定する厚生労働省令で定める方法は、要約筆記等とする。

（判定書の交付）

第一条の三　身体障害者福祉法施行令（昭和二十五年政令第七十八号。以下「令」という。）第二条に規定する判定書（自立支援医療（障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号）第五条第二十四項に規定する自立支援医療

をいう。）のうち、更生医療（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成十八年政令第十号）第一条の

二第二号に規定する更生医療をいう。第三条第三号において同じ。）及び補装具に係るものに限る。）の様式は、別表第一号のとおりとす

る。

（身体障害者手帳の申請）

第二条　法第十五条第一項の規定による身体障害者手帳の交付の申請は、第一号に掲げる事項（当該申請に係る身体障害者が十五歳未満で

ある場合においては、第二号に掲げる事項）を記載した申請書により行うものとする。ただし、当該身体障害者の居住地と当該身体障害

者の保護者の居住地が同一の場合には、第二号に掲げる事項のうち当該保護者の居住地の記載を省略することができる。

一　当該申請に係る身体障害者の氏名、生年月日、居住地及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第五項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）

二　前号に掲げる事項並びに当該申請に係る身体障害者の保護者の氏名、生年月日、居住地及び当該身体障害者との続柄

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添えるものとする。

一　法第十五条第一項に規定する医師の診断書

二　法第十五条第三項に規定する意見書

三　当該申請に係る身体障害者の写真

（診査を受けるべき旨の通知）

第三条　令第六条第一項の規定による通知は、法第十五条第四項の規定により身体障害者手帳の交付を受ける者が次の各号のいずれかに該

当する場合に行うものとする。

一　発育により、その障害程度に変化が生じることが予想されるとき。

二　進行性の病変による障害を有するとき。

三　更生医療を受けることにより、その障害程度に変化が生じることが予想されるとき。

四　前三号に掲げるもののほか、その障害程度に変化が生じることが予想されるとき。

（保健所長への通知）

第四条　令第八条第二項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　氏名、居住地及び生年月日（保護者について通知する場合にあつては、保護者の氏名及び居住地並びに本人の氏名及び生年月日）

二　身体障害者手帳の交付の年月日

三　障害名

（身体障害者手帳の記載事項等）

第五条　身体障害者手帳に記載すべき事項は、次のとおりとする。

一　身体障害者の氏名、現住所及び生年月日

二　障害名及び障害の級別

三　削除

四　身体障害者が十五歳未満の児童であるときは、その保護者の氏名、続柄及び現住所

２　身体障害者手帳には、当該身体障害者手帳の交付を受けた者の写真を表示するものとする。

３　第一項の障害の級別は、別表第五号のとおりとする。

（身体障害者手帳交付台帳の記載事項）

第六条　令第九条第一項の規定により身体障害者手帳交付台帳に記載すべき事項は、次のとおりとする。

一　身体障害者手帳の交付番号及び交付年月日

二　身体障害者の氏名、住所、生年月日及び個人番号

三　身体障害者手帳に記載されている障害名及び障害の級別

四　身体障害者が十五歳未満の児童であるときは、その保護者の氏名、住所及び続柄

五　身体障害者手帳の再交付の年月日及び理由

（身体障害者手帳の再交付）

第七条　身体障害者手帳の交付を受けたときに比較してその障害程度に重大な変化が生じ、又は身体障害者手帳の交付を受けた時に有して

いた障害に加えてそれ以外の障害で法別表各項のいずれかに該当するものを有するに至つた者に係る身体障害者手帳の再交付の申請は、

第二条の規定を準用する。

２　前項に規定する者は、令第十条第一項の規定により身体障害者手帳の再交付を受けたときは、先に交付を受けた身体障害者手帳を都道

府県知事に返還しなければならない。

第八条　身体障害者手帳を破り、汚し、又は失つた者に係る身体障害者手帳の再交付の申請は、第一号に掲げる事項（当該身体障害者手帳

を破り若しくは汚した場合に係る申請又は当該身体障害者手帳を失つた場合（第二号に掲げる書類を提示するときに限る。）に係る申請

にあつては第一号イ及びハに掲げる事項に限る。）を申請書に記載し、破り、又は汚した場合にあつてはその身体障害者手帳を添えて行

うものとする。

一　次に掲げる事項

イ　当該申請に係る身体障害者の氏名、生年月日、居住地、先に交付を受けた身体障害者手帳の交付番号及び当該身体障害者との続柄

ロ　当該申請に係る身体障害者の個人番号
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ハ　申請の理由

二　当該申請に係る身体障害者の氏名及び生年月日又は住所（以下この号において「個人識別事項」という。）が記載された書類であつ

て、次に掲げるもののいずれかに該当するもの

イ　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第二条第七項に規定する個人番号カード又は行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則（平成二十六年内閣府・総務省令第三号）第一条第一項第一

号に掲げる書類（身体障害者手帳を除く。）

ロ　イに掲げるもののほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であつて、写真の表示その他の当該書

類に施された措置によつて、当該申請に係る身体障害者が当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人と同一の

者であることを確認することができるものとして当該身体障害者が居住地を有する都道府県知事が適当と認めるもの

ハ　イ及びロに掲げるもののほか、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則第二条第三項第

一号に掲げる書類（健康保険日雇特例被保険者手帳にあつては健康保険印紙を貼り付けるべき余白があるものに限り、国家公務員共

済組合及び地方公務員共済組合の組合員証並びに私立学校教職員共済制度の加入者証にあつては被扶養者証を含む。）又は官公署か

ら発行され、若しくは発給された書類その他これに類する書類であつて当該身体障害者が居住地を有する都道府県知事が適当と認め

るもののうち二以上の書類

２　身体障害者手帳の再交付を申請した後、失つた身体障害者手帳を発見したときは、速やかにこれを都道府県知事に返還しなければなら

ない。

（社会福祉法人の指定）

第九条　法第二十五条第一項に規定する社会福祉法人が厚生労働大臣の指定を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書

に、登記事項証明書を添え、厚生労働大臣に提出しなければならない。

一　法人の名称及び主たる事務所の所在地

二　定款

三　事業内容

四　建物の規模及び設備の概要

五　被援護者の概要

六　職員の定員

七　事業開始の年月日

八　収支予算書

九　理事その他の役員及び主な職員の履歴書及び資産状況

２　厚生労働大臣は、法第二十五条第一項の規定による指定をしたときは、当該社会福祉法人の所在地の都道府県知事に、速やかにその旨

を通知しなければならない。

３　法第二十五条第三項に規定する社会福祉法人の指定については、前二項の規定を準用する。

（事業報告等の義務）

第十条　法第二十五条第一項又は第三項に規定する社会福祉法人は、毎事業年度の事業報告書及び決算報告書を作製し、当該年度終了後九

十日以内に、厚生労働大臣に提出しなければならない。

（期限の特例）

第十一条　前条に規定する報告書の提出の期限が地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第四条の二第一項に規定する地方公共団体の

休日に当たるときは、地方公共団体の休日の翌日をもつてその期限とみなす。

（指定の取消）

第十二条　前条に規定する社会福祉法人の業務の運営が、身体障害者の福祉を阻害すると認められ又は法令の規定に違反すると認められる

ときは、厚生労働大臣は、その指定を取り消すことができる。

２　前項の規定による指定の取消については、第九条第二項の規定を準用する。

（身体障害者生活訓練等事業等に関する届出）

第十三条　法第二十六条第一項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　事業の種類及び内容

二　経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地）

三　条例、定款その他の基本約款

四　職員の定数及び職務の内容

五　主な職員の氏名及び経歴

六　事業を行おうとする区域（市町村の委託を受けて事業を行おうとする者にあつては、当該市町村の名称を含む。）

七　介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業を行おうとする者にあつては、当該事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地

八　事業開始の予定年月日

２　法第二十六条第一項の規定による届出は、収支予算書及び事業計画書を提出することにより行うものとする。ただし、都道府県知事

が、インターネットを利用してこれらの内容を閲覧することができる場合は、この限りでない。

３　法第二十六条第三項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　廃止し、又は休止しようとする年月日

二　廃止又は休止の理由

三　現に便宜を受けている者に対する措置

四　休止しようとする場合にあつては、休止の予定期間

（身体障害者社会参加支援施設に関する届出）

第十四条　法第二十八条第二項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　施設の名称、種類及び所在地

二　建物の規模及び構造並びにその図面及び設備の概要

三　事業内容及び運営の方法

四　収容定員又は通所定員

五　職員の定員及び主な職員の履歴書

六　収支予算書

七　事業開始の予定年月日
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第十五条　令第二十八条第一項の規定により身体障害者社会参加支援施設の種類を変更し、又はその施設を休止し、若しくは廃止しようと

するときは、市町村は、次に掲げる事項を都道府県知事に届け出なければならない。

一　施設の種類の変更又は休止若しくは廃止の理由及びその予定期日

二　現にその施設において社会参加の支援を受けている者に対する措置

三　施設の建物及び設備の処分

（養成施設に関する届出）

第十六条　法第二十八条第四項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　施設の名称及び所在地

二　建物の規模及び構造並びにその図面及び設備の概要

三　事業内容及び運営の方法

四　職員の定員及び主な職員の履歴書

五　収支予算書

六　事業開始の予定年月日

第十七条　令第二十八条第一項の規定により身体障害者の社会参加の支援の事務に従事する者の養成施設を休止し、又は廃止しようとする

ときは、市町村は、次に掲げる事項を都道府県知事に届け出なければならない。

一　施設の休止又は廃止の理由及びその予定期日

二　施設の建物及び設備の処分

（法第三十四条に規定する厚生労働省令で定める便宜）

第十八条　法第三十四条に規定する厚生労働省令で定める便宜は、点訳又は手話通訳等を行う者の養成又は派遣、点字刊行物等の普及の促

進、視聴覚障害者に対する情報機器の貸出、視聴覚障害者に関する相談等とする。

（身分を示す証明書の様式）

第十九条　法第三十九条第三項の規定により当該職員が携帯すべき証明書の様式は、別表第六号のとおりとする。

（町村の一部事務組合等）

第二十条　町村が一部事務組合又は広域連合を設けて福祉事務所を設置した場合には、この省令の適用については、その一部事務組合又は

広域連合を福祉事務所を設置する町村とみなし、その一部事務組合の管理者又は広域連合の長を福祉事務所を管理する町村長とみなす。

（大都市の特例）

第二十一条　令第三十四条第一項の規定により、地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）が身体

障害者の福祉に関する事務を処理する場合においては、次の表の上欄に掲げるこの省令の規定中の字句で、同表中欄に掲げるものは、そ

れぞれ同表下欄の字句と読み替えるものとする。

第七条第二項

第八条第一項第二号ロ及びハ並びに第二項

都道府県知事 指定都市の市長

第十五条 市町村 指定都市以外の市町村

都道府県知事 指定都市の市長

第十七条 市町村 指定都市以外の市町村

都道府県知事 指定都市の市長

（中核市の特例）

第二十二条　令第三十四条第二項の規定により、地方自治法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以下「中核市」という。）が身体障

害者の福祉に関する事務を処理する場合においては、次の表の上欄に掲げるこの省令の規定中の字句で、同表中欄に掲げるものは、それ

ぞれ同表下欄の字句と読み替えるものとする。

第七条第二項

第八条第一項第二号ロ及びハ並びに第二項

都道府県知事 中核市の市長

第十五条 市町村 中核市以外の市町村

都道府県知事 中核市の市長

第十七条 市町村 中核市以外の市町村

都道府県知事 中核市の市長

附　則

この省令は、公布の日から施行し、昭和二十五年四月一日から適用する。

附　則　（昭和二六年一〇月六日厚生省令第四二号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行し、昭和二十六年十月一日から適用する。但し、第二十四条及び第二十五条の改正規定は、同年六月一

日から適用する。

（経過規定）

２　別表第四号の改正様式の施行前に交付された身体障害者手帳は、この省令の様式による身体障害者手帳とみなす。

附　則　（昭和二八年六月四日厚生省令第二二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和二九年一月二五日厚生省令第二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和二九年六月二一日厚生省令第二四号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行し、昭和二十九年四月一日から適用する。

附　則　（昭和二九年九月二日厚生省令第五二号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過規定）

２　この省令の施行前に交付された身体障害者手帳に記載されている障害の級別については、当分の間、第八条第三項に規定する障害の級

別とみなすことができる。
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附　則　（昭和三一年九月二二日厚生省令第三六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三一年一二月二〇日厚生省令第四九号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過規定）

２　この省令の施行前に交付された改正前の別表第八号による更生医療券は、改正後の別表第八号による更生医療券とみなす。

３　この省令の施行前に提出された別表第十号の一による更生医療診療報酬請求書及び別表第十号の二による更生医療診療報酬請求明細書

は、それぞれ改正後の別表第十号の一による更生医療診療報酬請求書及び別表第十号の二による更生医療診療報酬請求明細書とみなす。

附　則　（昭和三三年一一月五日厚生省令第三七号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三四年二月二八日厚生省令第三号）

この省令は、昭和三十四年三月一日から施行する。

附　則　（昭和三六年八月一日厚生省令第三五号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三七年四月二六日厚生省令第一七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三八年九月一二日厚生省令第四三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三八年九月二七日厚生省令第四四号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三九年五月一二日厚生省令第二二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四〇年一〇月二八日厚生省令第四九号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、昭和四十年十一月一日から施行する。

附　則　（昭和四一年一二月一日厚生省令第四一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、昭和四十二年一月一日から施行する。

附　則　（昭和四二年八月一日厚生省令第二六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四二年一一月三〇日厚生省令第五二号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、昭和四十二年十二月一日から施行する。

附　則　（昭和四三年六月二八日厚生省令第二三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四五年一月三一日厚生省令第四号）　抄

１　この省令は、昭和四十五年二月一日から施行する。

附　則　（昭和四七年二月二三日厚生省令第四号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四七年七月一日厚生省令第三七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四七年八月二五日厚生省令第四四号）

この省令は、公布の日から施行する。ただし、別表の改正規定は、昭和四十七年十月一日から施行する。

附　則　（昭和四九年一月三一日厚生省令第二号）

１　この省令は、昭和四十九年二月一日から施行する。

２　昭和四十九年二月一日前に行われた療養又は医療に係る費用の請求については、なお従前の例による。

附　則　（昭和四九年八月三一日厚生省令第三二号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、昭和四十九年十一月一日から施行する。

（経過措置）

２　昭和四十九年十月一日前に行われた療養の給付に関する費用の請求又は療養の給付に関する費用の請求及び公費負担医療の費用に関す

る請求（以下「費用の請求」という。）については、なお従前の例による。

附　則　（昭和四九年一〇月一二日厚生省令第三九号）

１　この省令は、昭和四十九年十一月一日から施行する。

２　昭和四十九年十月一日前に行われた療養又は医療に係る費用の請求については、なお従前の例による。

附　則　（昭和五一年四月二七日厚生省令第一四号）

１　この省令は、昭和五十一年五月一日から施行する。

２　昭和五十一年四月一日前に行われた療養又は医療に係る費用の請求については、なお従前の例による。

附　則　（昭和五一年八月二日厚生省令第三六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、昭和五十一年十一月一日から施行する。ただし、附則第四条から附則第十二条までの規定、附則第十四条中児童福祉

法施行規則（昭和二十三年厚生省令第十一号）第一号様式及び第四号の二様式の改正規定、附則第十五条中身体障害者福祉法施行規則

（昭和二十五年厚生省令第十五号）別表第八号の改正規定、附則第二十条中原子爆弾被爆者の医療等に関する法律施行規則（昭和三十二
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年厚生省令第八号）様式第二号の改正規定、附則第二十二条中老人医療費支給規則（昭和四十七年厚生省令第五十三号）様式第二号の改

正規定、附則第二十三条中戦傷病者特別援護法施行規則（昭和三十八年厚生省令第四十六号）様式第三号及び様式第十四号の改正規定、

附則第二十四条中母子保健法施行規則（昭和四十年厚生省令第五十五号）様式第一号の改正規定並びに附則第二十五条の規定は、同年十

月一日から施行する。

（医療券の経過措置）

第二十八条　昭和五十一年十月一日において現に交付されている育成医療券、療育券、更生医療券、被爆者健康手帳、老人医療費受給者

証、療養券及び養育医療券（以下「医療券」という。）であつて、公費負担者番号及び公費負担医療の受給者番号が記載されているもの

は、この省令による改正後の様式による医療券とみなす。

附　則　（昭和五一年八月七日厚生省令第三七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五三年六月二七日厚生省令第四〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五四年一二月二五日厚生省令第五〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五八年一月三一日厚生省令第三号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、昭和五十八年三月一日から施行する。

附　則　（昭和五九年三月三一日厚生省令第一八号）

この省令は、昭和五十九年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五九年九月二二日厚生省令第四九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、昭和五十九年十月一日から施行する。

附　則　（昭和五九年九月二六日厚生省令第五三号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、昭和五十九年十月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令による改正前の別表第五号備考３の規定により地方社会福祉審議会の意見を聞いて定められた障害の級別は、同令による改正

後の同号備考３の規定により定められた障害の級別とみなす。

附　則　（昭和六一年四月二二日厚生省令第三一号）

（施行期日）

１　この省令は、昭和六十一年五月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に交付された改正前の別表第一号による判定書は、改正後の別表第一号による判定書とみなす。

３　この省令の施行の際現にある判定書は、当分の間、これを使用することができる。

附　則　（昭和六一年九月二二日厚生省令第四五号）

この省令は、昭和六十一年十月一日から施行する。

附　則　（昭和六二年一月三一日厚生省令第八号）　抄

１　この省令は、昭和六十二年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六二年三月二三日厚生省令第一五号）

この省令は、昭和六十二年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六三年一二月二〇日厚生省令第六六号）

この省令は、昭和六十四年一月一日から施行する。

附　則　（平成元年三月二四日厚生省令第一〇号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令の施行の際この省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省令による改正後の

様式によるものとみなす。

３　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙及び板については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

４　この省令による改正後の省令の規定にかかわらず、この省令により改正された規定であって改正後の様式により記載することが適当で

ないものについては、当分の間、なお従前の例による。

附　則　（平成二年一二月二八日厚生省令第五九号）　抄

１　この省令は、平成三年一月一日から施行する。

附　則　（平成五年二月一五日厚生省令第四号）

（施行期日）

１　この省令は、平成五年四月一日から施行する。

２　この省令の施行の際この省令による改正前の様式により使用されている書類は、この省令による改正後の様式によるものとみなす。

３　この省令の施行の際現にある改正前の様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成六年二月二八日厚生省令第六号）

１　この省令は、平成六年四月一日から施行する。

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙については、当分の間、これを使用することができる。

附　則　（平成六年九月九日厚生省令第五六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成六年十月一日から施行する。

附　則　（平成六年九月二七日厚生省令第六〇号）

この省令は、行政手続法（平成五年法律第八十八号）の施行の日（平成六年十月一日）から施行する。

附　則　（平成六年一〇月一四日厚生省令第六七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。
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（経過措置）

第二条　平成六年十月一日前に行われた療養の給付、老人医療及び公費負担医療、指定老人訪問看護並びに施設療養に関する費用の請求に

ついては、なお従前の例による。

附　則　（平成六年一二月一四日厚生省令第七七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、第六条、第七条、第十条、第十一条、第十二条、第十五条及び第二十条の規定は、

平成七年四月一日から施行する。

（身体障害者福祉法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第七条　第十六条の規定の施行前に同条の規定による改正前の身体障害者福祉法施行規則第二十条の三第一項の規定による届出を行った者

は、第十六条の規定による改正後の身体障害者福祉法施行規則第二十条の三の規定による届出を行った者とみなす。

附　則　（平成七年二月二七日厚生省令第五号）

この省令は、平成七年四月一日から施行する。

附　則　（平成七年四月一一日厚生省令第二九号）

１　この省令は、平成七年四月二十日から施行する。

２　この省令の施行前に交付された身体障害者手帳に記載されている障害の級別については、当分の間、同令による改正後の別表第五号に

規定する障害の級別とみなすことができる。

附　則　（平成七年六月一四日厚生省令第三六号）

この省令は、平成七年六月十五日から施行する。

附　則　（平成九年三月二八日厚生省令第三一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成九年四月一日から施行する。

附　則　（平成一〇年一月一九日厚生省令第二号）

この省令は、平成十年四月一日から施行する。

附　則　（平成一〇年二月九日厚生省令第一四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一一年一月一一日厚生省令第一号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができ

る。

附　則　（平成一一年一一月一日厚生省令第九一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年二月一八日厚生省令第一〇号）

この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年三月七日厚生省令第二〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年六月七日厚生省令第一〇〇号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年一〇月二〇日厚生省令第一二七号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

（様式に関する経過措置）

３　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省

令による改正後の様式によるものとみなす。

４　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成一三年三月二七日厚生労働省令第三九号）

この省令は、平成十三年四月一日から施行する。

附　則　（平成一四年六月一三日厚生労働省令第八三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行日前において社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律（平成十二年法律第百十一号。

以下「改正法」という。）附則第二十七条第一号の規定に基づき行われる居宅支給決定（改正法第五条の規定による改正後の身体障害者

福祉法（以下この条において「新法」という。）第十七条の五第三項に規定する居宅支給決定をいう。）に係る新法第十七条の五第四項に

規定する厚生労働省令で定める期間は、第一条の規定による改正後の身体障害者福祉法施行規則第九条の六第一項及び第二項の規定にか

かわらず、十八月間とする。

附　則　（平成一四年九月五日厚生労働省令第一一七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十四年十月一日から施行する。

附　則　（平成一四年九月三〇日厚生労働省令第一二六号）

この省令は、平成十四年十月一日から施行する。

附　則　（平成一四年一二月一九日厚生労働省令第一六二号）　抄
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（施行期日）

第一条　この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則　（平成一五年三月二五日厚生労働省令第四四号）

この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則　（平成一六年七月九日厚生労働省令第一一二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、薬事法及び採血及び供血あつせん業取締法の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）の施行の日（平成十七

年四月一日）から施行する。

附　則　（平成一七年三月七日厚生労働省令第二五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、不動産登記法の施行の日（平成十七年三月七日）から施行する。

附　則　（平成一七年三月二五日厚生労働省令第四三号）

この省令は、公布の日から施行する。ただし、第一条中児童福祉法施行規則第一条の四の改正規定、第二条中身体障害者福祉法施行規

則第一条の四の改正規定及び第三条中知的障害者福祉法施行規則第四条の改正規定は、平成十七年四月一日から施行する。

附　則　（平成一七年四月一日厚生労働省令第七五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一八年二月二八日厚生労働省令第一九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十八年四月一日から施行する。

附　則　（平成一八年三月三一日厚生労働省令第七八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十八年四月一日から施行する。

附　則　（平成一八年四月一〇日厚生労働省令第一一一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令中第一条の規定は公布の日から、第二条の規定は平成二十年四月一日から施行する。

附　則　（平成一八年九月二九日厚生労働省令第一六八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十八年十月一日から施行する。

（様式の経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成二一年一二月二四日厚生労働省令第一五七号）

この省令は、平成二十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成二三年九月二二日厚生労働省令第一一六号）

この省令は、平成二十三年十月一日から施行する。

附　則　（平成二四年三月二八日厚生労働省令第四〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。

附　則　（平成二五年一月一八日厚生労働省令第四号）

この省令は、平成二十五年四月一日から施行する。

附　則　（平成二五年一一月二二日厚生労働省令第一二四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成二七年三月三一日厚生労働省令第五五号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成二十七年四月一日から施行する。

附　則　（平成二七年九月二九日厚生労働省令第一五〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号利用法」という。）の施行の

日（平成二十七年十月五日）から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第六条、第八条から第十条まで、第十二条、第十三条、第十五条、第十七条、第十九条から第二十九条まで及び第三十一条から第三

十八条までの規定　番号利用法附則第一条第四号に掲げる規定の施行の日（平成二十八年一月一日）

（身体障害者福祉法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第二条　この省令の施行の際現に提出されている第九条の規定による改正前の身体障害者福祉法施行規則による身体障害者手帳交付申請書

（次項において「旧様式」という。）は、同条の規定による改正後の身体障害者福祉法施行規則による身体障害者手帳交付申請書とみな

す。

２　この省令の施行の際現にある旧様式については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成三〇年三月二二日厚生労働省令第二八号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成三十年四月一日から施行する。

（様式の経過措置）

３　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成三〇年四月二七日厚生労働省令第六三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成三十年七月一日から施行する。
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（身体障害者福祉法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第二条　この省令の施行前に交付された身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第十五条に規定する身体障害者手帳に記載

されている障害の級別については、当分の間、この省令による改正後の身体障害者福祉法施行規則別表第五号に掲げる障害の級別に該当

するものとみなすことができる。

附　則　（平成三〇年八月三日厚生労働省令第一〇三号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成三一年三月二九日厚生労働省令第四八号）

（施行期日）

１　この省令は、平成三十一年四月一日から施行する。

（身体障害者福祉法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

２　この省令の施行の際現に提出されている第一条の規定による改正前の身体障害者福祉法施行規則による身体障害者手帳交付申請書（次

項において「旧様式」という。）は、同条の規定による改正後の身体障害者福祉法施行規則による身体障害者手帳交付申請書とみなす。

３　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和元年五月七日厚生労働省令第一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令による改正前のそれぞれの省令で定める様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省

令による改正後のそれぞれの省令で定める様式によるものとみなす。

２　旧様式による用紙については、合理的に必要と認められる範囲内で、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和二年三月二七日厚生労働省令第四八号）

（施行期日）

１　この省令は、令和二年四月一日から施行する。

（身体障害者福祉法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

２　この省令の施行の際現にある旧規格による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和二年五月二五日厚生労働省令第一〇三号）

この省令は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則の一部を改正する命令の施行の日（令

和二年五月二十五日）から施行する。

附　則　（令和二年一二月二五日厚生労働省令第二〇八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和五年九月二九日厚生労働省令第一二七号）

この省令は、公布の日から施行する。
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別表第一号（第一条の三関係）

別表第一号(第一条の三関係) 

判 定 書(自立支援医療(更生医療)・補装具) 

第    号 

令和  年  月  日 

          殿 

身体障害者更生相談所長  印  

  令和  年  月  日付けの依頼については下記のとおり判定する。 

記 

氏 名   
男
女 

明治 

大正 

昭和 

平成 

令和 

  年  月  日生( 歳) 

居 住 地 県 

区 

市 

郡 

町 

村 
   丁目   番   号   方 

判 定

年 月 日 
令和   年   月   日 

障 害 名   程
度 

級 

総

合

判

定 
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医

学

的

判

定 

障

害

状

況 

  

意

見 

  

自
立
支
援
医
療(

更
生
医
療) 

1 具体的内容 

2 治療効果見込み 

3 術後の等級(  級) 

4 医療費概算額      円 

補

装

具 

1 名称(購入・借受け
の別)又は修理項目
及び種目名称別コー
ド 
 
 
 
 
2 使用効果見込み 
 (注：借受けが必要な
場合は借受け期間も
記載) 
 
 
 
3 概 算 額 

円 

4 処方(図示) 

 (注：借受けが必要な場合はその理由も明確に記載) 
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別表第二号　削除

別表第三号　削除

別表第四号　削除

別表第五号（第五条関係）

身体障害者障害程度等級表

級

別

視覚障害 聴覚又は平衡

機能の障害

音 声

機能、

言 語

機 能

又 は

そ し

や く

機 能

の 障

害

肢体不自由 心臓、じん臓若しくは呼吸器又はぼうこう若しくは

直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫若し

くは肝臓の機能の障害

聴覚障害 平 衡

機 能

障害

上肢 下肢 体幹 乳幼児期以前の非

進行性の脳病変に

よる運動機能障害

心 臓

機 能

障害

じ ん

臓 機

能 障

害

呼 吸

器 機

能 障

害

ぼうこ

う又は

直腸の

機能障

害

小 腸

機 能

障害

ヒト免疫

不全ウイ

ルスによ

る免疫機

能障害

肝 臓 機

能障害

上肢機能 移動機能

一

級

視力の良い方

の 眼 の 視 力

（万国式試視力

表によつて測

つたものをい

い、屈折異常

のある者につ

いては、矯正

視力について

測つたものを

いう。以下同

じ。）が〇・〇

一以下のもの

　 　 　 １　両上肢

の機能を全

廃したもの

２　両上肢

を手関節以

上で欠くも

の

１　両下肢

の機能を全

廃したもの

２　両下肢

を大腿の二

分の一以上

で欠くもの

　 体

幹 の

機 能

障 害

に よ

り 坐

つ て

い る

こ と

が で

き な

い も

の

不随意運

動・失調

等により

上肢を使

用する日

常生活動

作がほと

んど不可

能なもの

不随意運

動・失調

等により

歩行が不

可能なも

の

　 心

臓 の

機 能

の 障

害 に

よ り

自 己

の 身

辺 の

日 常

生 活

活 動

が 極

度 に

制 限

さ れ

る も

の

　 じ

ん 臓

の 機

能 の

障 害

に よ

り 自

己 の

身 辺

の 日

常 生

活 活

動 が

極 度

に 制

限 さ

れ る

もの

　 呼

吸 器

の 機

能 の

障 害

に よ

り 自

己 の

身 辺

の 日

常 生

活 活

動 が

極 度

に 制

限 さ

れ る

もの

ぼうこ

う又は

直腸の

機能の

障害に

より自

己の身

辺の日

常生活

活動が

極度に

制限さ

れるも

の

小 腸

の 機

能 の

障 害

に よ

り 自

己 の

身 辺

の 日

常 生

活 活

動 が

極 度

に 制

限 さ

れ る

もの

ヒト免疫

不全ウイ

ルスによ

る免疫の

機能の障

害により

日常生活

がほとん

ど不可能

なもの

肝 臓 の

機 能 の

障 害 に

よ り 日

常 生 活

活 動 が

ほ と ん

ど 不 可

能 な も

の

二

級

１　視力の良

い方の眼の視

力が〇・〇二

以上〇・〇三

以下のもの

２　視力の良

い方の眼の視

力が〇・〇四

かつ他方の眼

の視力が手動

弁以下のもの

３　周辺視野

角度（Ⅰ／四

視標による。

以下同じ。）の

総和が左右眼

それぞれ八〇

度以下かつ両

眼中心視野角

度（Ⅰ／二視

標による。以

下同じ。）が二

八度以下のも

の

４　両眼開放

視認点数が七

〇点以下かつ

両眼中心視野

視認点数が二

〇点以下のも

の

　両耳の

聴力レベ

ルがそれ

ぞれ一〇

〇デシベ

ル以上の

もの（両

耳全
ヽ

ろ
ヽ

う）

　 　 １　両上肢

の機能の著

しい障害

２　両上肢

のすべての

指を欠くも

の

３　一上肢

を上腕の二

分の一以上

で欠くもの

４　一上肢

の機能を全

廃したもの

１　両下肢

の機能の著

しい障害

２　両下肢

を下腿の二

分の一以上

で欠くもの

１ 　

体 幹

の 機

能 障

害 に

よ り

坐 位

又 は

起 立

位 を

保 つ

こ と

が 困

難 な

もの

２ 　

体 幹

の 機

能 障

害 に

よ り

立 ち

上 る

こ と

が 困

難 な

もの

不随意運

動・失調

等により

上肢を使

用する日

常生活動

作が極度

に制限さ

れるもの

不随意運

動・失調

等により

歩行が極

度に制限

されるも

の

　 　 　 　 　 ヒト免疫

不全ウイ

ルスによ

る免疫の

機能の障

害により

日常生活

が極度に

制限され

るもの

肝 臓 の

機 能 の

障 害 に

よ り 日

常 生 活

活 動 が

極 度 に

制 限 さ

れ る も

の

三

級

１　視力の良

い方の眼の視

　両耳の

聴力レベ

　 平

衡 機

　 音

声 機

１　両上肢

のおや指及

１　両下肢

をシヨパー

体 幹

の 機

不随意運

動・失調

不随意運

動・失調

心 臓

の 機

じ ん

臓 の

呼 吸

器 の

ぼうこ

う又は

小 腸

の 機

ヒト免疫

不全ウイ

肝 臓 の

機 能 の
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力が〇・〇四

以上〇・〇七

以 下 の も の

（二級の二に該

当するものを

除く。）

２　視力の良

い方の眼の視

力が〇・〇八

かつ他方の眼

の視力が手動

弁以下のもの

３　周辺視野

角度の総和が

左右眼それぞ

れ八〇度以下

かつ両眼中心

視野角度が五

六度以下のも

の

４　両眼開放

視認点数が七

〇点以下かつ

両眼中心視野

視認点数が四

〇点以下のも

の

ルが九〇

デシベル

以上のも

の（耳介

に接しな

ければ大

声語を理

解し得な

いもの）

能 の

極 め

て 著

し い

障害

能 、

言 語

機 能

又 は

そ し

や く

機 能

の 喪

失

びひとさし

指を欠くも

の

２　両上肢

のおや指及

びひとさし

指の機能を

全廃したも

の

３　一上肢

の機能の著

しい障害

４　一上肢

のすべての

指を欠くも

の

５　一上肢

のすべての

指の機能を

全廃したも

の

関節以上で

欠くもの

２　一下肢

を大腿の二

分の一以上

で欠くもの

３　一下肢

の機能を全

廃したもの

能 障

害 に

よ り

歩 行

が 困

難 な

もの

等により

上肢を使

用する日

常生活動

作が著し

く制限さ

れるもの

等により

歩行が家

庭内での

日常生活

活動に制

限される

もの

能 の

障 害

に よ

り 家

庭 内

で の

日 常

生 活

活 動

が 著

し く

制 限

さ れ

る も

の

機 能

の 障

害 に

よ り

家 庭

内 で

の 日

常 生

活 活

動 が

著 し

く 制

限 さ

れ る

もの

機 能

の 障

害 に

よ り

家 庭

内 で

の 日

常 生

活 活

動 が

著 し

く 制

限 さ

れ る

もの

直腸の

機能の

障害に

より家

庭内で

の日常

生活活

動が著

しく制

限され

るもの

能 の

障 害

に よ

り 家

庭 内

で の

日 常

生 活

活 動

が 著

し く

制 限

さ れ

る も

の

ルスによ

る免疫の

機能の障

害により

日常生活

が著しく

制限され

る も の

（社会で

の日常生

活活動が

著しく制

限される

ものを除

く。）

障 害 に

よ り 日

常 生 活

活 動 が

著 し く

制 限 さ

れ る も

の （ 社

会 で の

日 常 生

活 活 動

が 著 し

く 制 限

さ れ る

も の を

除く。）

四

級

１　視力の良

い方の眼の視

力が〇・〇八

以上〇・一以

下のもの（三

級の二に該当

するものを除

く。）

２　周辺視野

角度の総和が

左右眼それぞ

れ八〇度以下

のもの

３　両眼開放

視認点数が七

〇点以下のも

の

１　両耳

の聴力レ

ベルが八

〇デシベ

ル以上の

もの（耳

介に接し

なければ

話声語を

理解し得

ないもの）

２　両耳

による普

通話声の

最良の語

音明瞭度

が五〇パ

ーセント

以下のも

の

　 音 声

機能、

言 語

機 能

又 は

そ し

や く

機 能

の 著

し い

障害

１　両上肢

のおや指を

欠くもの

２　両上肢

のおや指の

機能を全廃

したもの

３　一上肢

の肩関節、

肘関節又は

手関節のう

ち、いずれ

か一関節の

機能を全廃

したもの

４　一上肢

のおや指及

びひとさし

指を欠くも

の

５　一上肢

のおや指及

びひとさし

指の機能を

全廃したも

の

６　おや指

又はひとさ

し指を含め

て一上肢の

三指を欠く

もの

７　おや指

又はひとさ

し指を含め

て一上肢の

三指の機能

を全廃した

もの

８　おや指

又はひとさ

１　両下肢

のすべての

指 を 欠 く

もの

２　両下肢

のすべての

指の機能を

全 廃 し た

もの

３　一下肢

を下腿の二

分の一以上

で欠くもの

４　一下肢

の機能の著

しい障害

５　一下肢

の股関節又

は膝関節の

機能を全廃

したもの

６　一下肢

が健側に比

して一〇セ

ンチメート

ル以上又は

健側の長さ

の十分の一

以 上 短 い

もの

　 不随意運

動・失調

等による

上肢の機

能障害に

より社会

での日常

生活活動

が著しく

制限され

るもの

不随意運

動・失調

等により

社会での

日常生活

活動が著

しく制限

されるも

の

心 臓

の 機

能 の

障 害

に よ

り 社

会 で

の 日

常 生

活 活

動 が

著 し

く 制

限 さ

れ る

もの

じ ん

臓 の

機 能

の 障

害 に

よ り

社 会

で の

日 常

生 活

活 動

が 著

し く

制 限

さ れ

る も

の

呼 吸

器 の

機 能

の 障

害 に

よ り

社 会

で の

日 常

生 活

活 動

が 著

し く

制 限

さ れ

る も

の

ぼうこ

う又は

直腸の

機能の

障害に

より社

会での

日常生

活活動

が著し

く制限

される

もの

小 腸

の 機

能 の

障 害

に よ

り 社

会 で

の 日

常 生

活 活

動 が

著 し

く 制

限 さ

れ る

もの

ヒト免疫

不全ウイ

ルスによ

る免疫の

機能の障

害により

社会での

日常生活

活動が著

しく制限

されるも

の

肝 臓 の

機 能 の

障 害 に

よ り 社

会 で の

日 常 生

活 活 動

が 著 し

く 制 限

さ れ る

もの
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し指を含め

て一上肢の

四指の機能

の著しい障

害

五

級

１　視力の良

い方の眼の視

力が〇・二か

つ他方の眼の

視力が〇・〇

二以下のもの

２　両眼によ

る視野の二分

の一以上が欠

けているもの

３　両眼中心

視野角度が五

六度以下のも

の

４　両眼開放

視認点数が七

〇点を超えか

つ一〇〇点以

下のもの

５　両眼中心

視野視認点数

が四〇点以下

のもの

　 平 衡

機 能

の 著

し い

障害

　 １　両上肢

のおや指の

機能の著し

い障害

２　一上肢

の肩関節、

肘関節又は

手関節のう

ち、いずれ

か一関節の

機能の著し

い障害

３　一上肢

のおや指を

欠くもの

４　一上肢

のおや指の

機能を全廃

したもの

５　一上肢

のおや指及

びひとさし

指の機能の

著しい障害

６　おや指

又はひとさ

し指を含め

て一上肢の

三指の機能

の著しい障

害

１　一下肢

の股関節又

は膝関節の

機能の著し

い障害

２　一下肢

の足関節の

機能を全廃

したもの

３　一下肢

が健側に比

して五セン

チメートル

以上又は健

側の長さの

十五分の一

以 上 短 い

もの

体 幹

の 機

能 の

著 し

い 障

害

不随意運

動・失調

等による

上肢の機

能障害に

より社会

での日常

生活活動

に支障の

あるもの

不随意運

動・失調

等により

社会での

日常生活

活動に支

障のある

もの

　 　 　 　 　 　 　

六

級

視力の良い方

の眼の視力が

〇 ・ 三 以 上

〇・六以下か

つ他方の眼の

視力が〇・〇

二以下のもの

１　両耳

の聴力レ

ベルが七

〇デシベ

ル以上の

もの（四

〇センチ

メートル

以上の距

離で発声

された会

話語を理

解し得な

いもの）

２　一側

耳の聴力

レベルが

九〇デシ

ベル以上、

他側耳の

聴力レベ

ルが五〇

デシベル

以上のも

の

　 　 １　一上肢

のおや指の

機能の著し

い障害

２　ひとさ

し指を含め

て一上肢の

二指を欠く

もの

３　ひとさ

し指を含め

て一上肢の

二指の機能

を全廃した

もの

１　一下肢

をリスフラ

ン関節以上

で欠くもの

２　一下肢

の足関節の

機能の著し

い障害

　 不随意運

動・失調

等により

上肢の機

能の劣る

もの

不随意運

動・失調

等により

移動機能

の劣るも

の

　 　 　 　 　 　 　

七

級

　 　 　 　 １　一上肢

の機能の軽

度の障害

２　一上肢

の肩関節、

１　両下肢

のすべての

指の機能の

著しい障害

　 上肢に不

随 意 運

動・失調

等を有す

るもの

下肢に不

随 意 運

動・失調

等を有す

るもの
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肘関節又は

手関節のう

ち、いずれ

か一関節の

機能の軽度

の障害

３　一上肢

の手指の機

能の軽度の

障害

４　ひとさ

し指を含め

て一上肢の

二指の機能

の著しい障

害

５　一上肢

のなか指、

くすり指及

び小指を欠

くもの

６　一上肢

のなか指、

くすり指及

び小指の機

能を全廃し

たもの

２　一下肢

の機能の軽

度の障害

３　一下肢

の股関節、

膝関節又は

足関節のう

ち、いずれ

か一関節の

機能の軽度

の障害

４　一下肢

のすべての

指 を 欠 く

もの

５　一下肢

のすべての

指の機能を

全 廃 し た

もの

６　一下肢

が健側に比

して三セン

チメートル

以上又は健

側の長さの

二十分の一

以 上 短 い

もの

備

考

１　同一の等級について二つの重複する障害がある場合は、一級うえの級とする。ただし、二つの重複する障害が特に本表中に指定せ

られているものは、該当等級とする。

２　肢体不自由においては、七級に該当する障害が二以上重複する場合は、六級とする。

３　異なる等級について二以上の重複する障害がある場合については、障害の程度を勘案して当該等級より上の級とすることができる。

４　「指を欠くもの」とは、おや指については指骨間関節、その他の指については第一指骨間関節以上を欠くものをいう。

５　「指の機能障害」とは、中手指節関節以下の障害をいい、おや指については、対抗運動障害をも含むものとする。

６　上肢又は下肢欠損の断端の長さは、実用長（上腕においては腋窩より、大腿においては坐骨結節の高さより計測したもの）をもつ

て計測したものをいう。

７　下肢の長さは、前腸骨棘より内くるぶし下端までを計測したものをいう。
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別表第六号（第十九条関係）

別表第六号(第十九条関係) 

(表 面) 

4 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認めら

れたものと解釈してはならない。 

注意 

 1 この検査証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

 2 この検査証は、職名の異動を生じ、又は不用となつたときは、

速やかに、返還しなければならない。 

身 体 障 害 者 福 祉 

検 査 証 
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(裏 面) 

第  号 

  令和  年  月  日交付 

身 体 障 害 者 福 祉 法 (抄) 

 (報告の徴収等) 

第三十九条 都道府県知事は、身体障害者の福祉のために必要がある

と認めるときは、身体障害者生活訓練等事業等を行う者に対して、

必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に対して

質問させ、若しくはその事務所若しくは施設に立ち入り、設備、帳

簿書類その他の物件を検査させることができる。 

2 都道府県知事は、第二十八条第二項の規定により市町村が設置す

る身体障害者社会参加支援施設の運営を適切にさせるため、必要が

あると認めるときは、当該施設の長に対して、必要と認める事項の

報告を求め、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは

その施設に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させるこ

とができる。 

3 前二項の規定による質問又は立入検査を行う場合においては、当

該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があると

きは、これを提示しなければならない。 

  

都 道 府 県 知 事 ( 市 長 ) 

印 

  

  職 名    氏 名 

 備考 この用紙はA列7番とし厚紙を用い、中央の点線のところで二つ折りすること。 
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